
 

安全研究に係る事前評価結果 
 

平成 31 年 1 月 23 日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

 

１．事前評価の進め方 

1.1 評価の対象 

「「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」（平成 31 年度以降の安全研

究に向けて）」（平成 30 年 7 月 18 日原子力規制委員会了承。以下「実施方針」とい

う。）に従って計画された新規の安全研究プロジェクトを対象とした（表 1）。 

 

表 1 事前評価対象プロジェクト 

 プロジェクト名 実施期間 

1 
人間工学に基づく人的組織的要因の体系的な分析に係る規制
研究 

Ｈ31－Ｈ34 

2 原子力プラントの熱流動最適評価に関する安全研究 Ｈ31－Ｈ34 

3 事故時炉心冷却性に対する燃料破損の影響評価研究 Ｈ31－Ｈ35 

4 大規模噴火プロセス等の知見の蓄積に係る研究 Ｈ31－Ｈ35 

 

1.2 評価方法 

「今後の研究評価の進め方について」（平成 30 年 11 月 21 日原子力規制委員会報

告）に基づき実施した。評価に当たり、技術評価検討会の外部専門家及び専門技術者

の意見を聴取した。 

 

２．事前評価結果 

各安全研究プロジェクトについては、実施方針と整合していることを確認した。また

研究の実施に当たり、技術評価検討会の際の指摘や意見を踏まえた対応を行うことが適

当であるとした。 

各プロジェクトの事前評価結果は、別紙 1～4のとおり。 
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人間工学に基づく人的組織的要因の体系的な分析に係る規制研究（H31～H34）の事前評

価結果 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題（新規 PJが後継 PJである場合） 

 先行する研究プロジェクト「人間・組織に係るソフト面の安全規制への最新知見

の反映」（H26～H30）において、人間工学を設計段階から体系的に考慮する規制

要件を明確にするため関連する規制や技術の最新動向を調査した。調査の結果、

人間の活動が直接関わる原子炉制御室等の人間工学設計評価のあり方について

技術的知見を得た。 

 調査において、不確実な状況下にある重大事故時等において対応する人間の複雑

な認知行動を評価するためには、人間工学設計評価プロセスや、その主要な要素

技術である人間信頼性解析手法を高度化する必要があることなどの研究課題が

見いだされている。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 人間工学を体系的に考慮して原子炉制御室等の設計を評価するための技術的根

拠の整備として、重大事故時等の対応に関する人間工学設計を評価するための方

法論やその適用事例集の整備、及び人間工学設計の評価に適用する人間信頼性解

析手法の整備を行う。 

 

3. 研究概要 

 原子力施設の高い安全性及び信頼性を確保していくためには、人間や組織の特性

を踏まえて人的過誤の発生を抑制し、人間系の信頼度を向上させることが重要で

ある。現在、原子力規制委員会では、IAEAによる規制総合評価サービスの指摘を

踏まえ、人間工学を設計段階から体系的に考慮するべく規制要件を高度化すると

ともに、高度化した規制要件を審査・検査で確認するガイド「人間工学設計評価

ガイド」の作成を進めている。 

 本研究プロジェクトでは、重大事故時等において複雑さが増す人間の行動に適用

可能な人間工学設計の評価方法を整備する。また評価にあたっては、状況の理解

や意思決定等の認知的な特性を分析する必要がある。このため、認知的特性を分

析可能な人間信頼性解析手法を開発するとともに、その分析結果を人間工学設計

評価に適用する方法論を整備する。 

 

4. プラント安全技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 計画期間での検討範囲をあらかじめ明確にすべきとの意見があったことから、初

年度（平成 31 年度）に個人、チーム、組織に関して人間工学設計評価の対象と

する範囲を明確にするとともに、それらの対象についての評価方法を具体化する

こととする。 
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 安全上重要な人的タスクの抽出、認知的メカニズムを踏まえたタスクの分析、タ

スク分析の結果の人間工学設計への反映等において、良好事例の反映方法も含ま

れるべきとの意見があったことから、評価に携わる人の参考になるような評価方

法適用の良好事例を作成することとする。 

 タスク分析の結果を人間工学設計に反映するにあたっては、事業者側の教育・訓

練の改善にも繋げられるような成果が得られれば良いとの意見があったことか

ら、人間工学設計の一環として手順書や教育訓練方法の改善点が明確になるよう

な評価方法の構築を行うこととする。 

 

5. 事前評価結果 

（１） 研究計画（案）の適切性 

 研究計画（案）は実施方針と整合し、論文公表も含め最終目標を明確に設定して

いる。 

 

（２） 研究内容の技術的妥当性 

 技術評価検討会において確認されたように、研究内容は技術的におおむね妥当で

ある。なお、実施にあたっては技術評価検討会で出された意見を参考に、国内外

の最新の知見を常に収集し海外機関との情報交換を行いながら、技術的妥当性を

高めることに努めること。 
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原子力プラントの熱流動最適評価に関する安全研究（H31～H34）の事前評価結果 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題（新規 PJが後継 PJである場合） 

 先行研究プロジェクトでは、設計基準事故及びそれを超える事故において想定さ

れる物理現象のうち、重要かつ機構が未解明な熱流動現象の実験的知見を取得し

た。また、システム解析コードを開発し既存最適評価コードとほぼ同等の機能を

持つ熱水力コードのプログラミングを行った。さらに、BEPU（不確かさを考慮し

た最適手法）によって最適評価解析を実施した。最適評価手法の確立のためには

上記熱流動現象の詳細なモデル化、開発したコードの系統的な V&V、及び個々の

物理現象の不確かさ（分布、幅等）の知見が必要である。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 本プロジェクトの目的は、事業者が実施する安全解析の妥当性判断に活用できる

最適評価手法を整備することである。具体的には、重要な熱流動現象に関する機

構論的モデルを作成し不確かさ評価手法に関する知見を取得し最適（BE）コード

の整備を行う。 

 

3. 研究概要 

 上記目的を達成するために、先行プロジェクトの知見を活用して以下を実施する。 

・ 未だ詳細が不明な熱流動現象に関する実験結果に基づく機構論的なモデルの

開発 

・ 最適評価に活用できる信頼性の高い BEコードの整備 

・ BEPU手法の確立に向けて不確かさ評価手法の検討 

具体的には、物理現象のモデル化として、原子炉停止機能喪失(ATWS)等における

液膜ドライアウト挙動等、反応度投入事象（RIA）で想定されるボイド挙動、LOCA

時の現象(FFRD,再冠水現象)および蒸気発生器伝熱管複数破損（マルチ SGTR）時

のプラント挙動に関するモデル化及び実験を実施する。また、開発したシステム

解析コード(AMAGI)の V&Vを実施し、BEPU手法の高度化として不確かさ評価手法、

感度解析手法等の BEPU手法の高度化を検討する。 

 

4. プラント安全技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 詳細が不明な熱流動現象について、どのように機構論的モデルを開発するのかと

の意見があった。先行する研究プロジェクトで物理現象の素過程のモデル化に資

する実験データを取得しているので、これを活用してモデルの高度化を進めるこ

ととした。 

 本研究が対象として具体的な現象（ATWS,RIA,FFRD,LOCAなど）が挙げられている

が他にも重要な熱流動現象はないか整理すべきとの意見があった。予め重要度の

高い熱流動現象を整理し、重要かつ詳細な機構が未解明な現象として抽出した結
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果であるが、必要に応じ随時優先度の見直しを行っていくこととする。 

 OECD 等の国際ベンチマーク問題や個別効果試験のプロジェクトに規制庁が参画

すべきとの意見があった。OECD/NEA/CSNIにおいて予定されている関連プロジェ

クトには積極的に参加することとしており、取得した詳細な実験データ等をモデ

ル高度化に活用することを検討する。 

 

5. 事前評価結果 

（１） 研究計画（案）の適切性 

 実施方針と整合した研究計画案となっており、先行研究の成果を踏まえて、最終の

目標に向けた実施内容が明確に策定されている。さらに、見込まれる審査での活用

に向けた手法整備を着実に進めるための研究計画となっている。 

 

（２） 研究内容の技術的妥当性 

 専門家により確認されたように、研究内容の技術的におおむね妥当である。なお、

実施にあたっては技術評価検討会で出された意見を参考に、国内外との協力や情報

交換に努め、技術的妥当性を常に確認しながら進めること。 
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事故時炉心冷却性に対する燃料破損の影響評価研究（H31～H35）の事前評価結果 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題（新規 PJが後継 PJである場合） 

 平成 30 年度までに、海外商業炉において高燃焼度まで照射された改良型燃料を

用いて事故模擬試験を実施し、改良型燃料が国内に導入される際の適合性審査の

判断根拠となる技術的知見を取得するとともに、高燃焼度で顕在化する事故時燃

料挙動の有無を確認した。そこで実施した試験において、現行の指針類が策定さ

れた当時には観察されていなかった燃料破損挙動が確認された。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 設計基準事故時の燃料破損に起因する炉心冷却性喪失に関連し、最近の研究で新

たに観察された燃料破損挙動について、発生条件やメカニズム等に関する知見を

得る。また、炉心の著しい損傷の開始となる燃料棒の形状喪失が起こる条件に関

する知見を得る。得られた知見を基に、指針類の見直しの検討など規制判断に資

するための評価を行う。 

 

3. 研究概要 

 事故模擬試験で観察されている燃料ペレットの細片化挙動、被覆管破損挙動、被

覆管破損に伴う燃料ペレット片の燃料棒外放出挙動などについて、試験及び解析

を実施して、知見を取得する。また、現在は、設計基準事故である LOCA に対し

て定められた基準を用いて、炉心の著しい損傷の開始と拡大防止策の有効性を判

断しているが、実際に燃料の著しい損傷が起こる条件を明確にするために、LOCA

基準を超えるような高温条件での燃料損傷挙動について知見を取得する。 

 

4. 燃料技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 実験で得られる多くの結果をどのようにまとめるかが重要であるとの意見があ

った。本プロジェクトでは規制への活用という最終的なアウトプット・アウトカ

ムを意識して結果をまとめ、論文等により適宜公表していくこととする。 

 海外でも同様の事象が観察されているか等を確認しておくようにとの意見があ

った。本プロジェクト策定の際には、海外での関連研究の動向等を確認している

が、今後も情報収集を行いながら、研究を進めることとする。 

 研究であるからには、課題を解決するだけでなく、新規性や一般性を成果として

創出してほしいとの意見があった。本プロジェクトとしては、課題の解決や規制

への反映を主目的としているが、基礎的な試験も実施する等して、研究に幅を持

たせ、一般性のある成果も創出するよう努力することとする。 
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5. 事前評価結果 

（１） 研究計画（案）の適切性 

 実施方針と整合し、また、先行研究等による知見を基に最終目標が明確に設定さ

れ、それに向けた研究計画が策定されている。さらに、軽水型動力炉の非常用炉

心冷却系の性能評価指針等、目的とする活用先に必要な知見を取得するための研

究計画となっている。 

 

（２） 研究内容の技術的妥当性 

 技術評価検討会において確認されたように、研究内容は技術的におおむね妥当で

ある。なお、技術的妥当性を維持するために、技術評価検討会でのコメント及び

類似の研究を行う海外機関の動向も参考にして効率的に研究を進めること。 
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大規模噴火プロセス等の知見の蓄積に係る研究（H31～H35）の事前評価結果 

 

1. 先行する研究プロジェクトの成果と課題（新規 PJが後継 PJである場合） 

 平成 30 年度までに過去に巨大噴火を起こしたいくつかの火山の噴火直前のマグ

マ溜まりの定置深さが明らかになり、その深さを探査する手法を示すことができ

た。一方、マグマが蓄積するまでの時間的な変化や、空間的な変化を捕らえるた

め、より深部のマグマを捕らえる方法を確立することが新たな課題として挙げら

れた。また、巨大カルデラのマグマ活動を評価する手法の 1つとして、火山性地

殻変動を捕らえる手法を整備することの必要性が示された。 

 

2. 研究プロジェクトの目的 

 巨大噴火を起こした火山を対象に、巨大噴火の準備段階からのプロセスについて

の知見を得る。それに基づき、過去の噴出物の調査及び分析に基づく過去のカル

デラ火山活動の長期的な活動評価の手法及びマグマ・火山活動に関するデータを

蓄積し、モニタリングすべき項目の抽出及びそれらの関係についての考え方を提

案する。 

 

3. 研究概要 

 過去の巨大噴火の準備過程をより詳細に明らかにする。具体的には、マグマプロ

セスとして、噴火直前のマグマ溜まりの時空間変化を地質学的調査及び岩石学的

手法により推定し、巨大噴火のマグマの蓄積過程から噴火のシーケンス、ポスト

カルデラの火山活動までの一連の火山活動のシナリオを作成する。また、活動的

なカルデラ火山を中心に地下構造と火山性地殻変動の関係を地球物理学的な調

査と粘弾性緩和の効果を考慮した火山性地殻変動モデルを用いて解析し、地下の

マグマ活動起因の地殻変動に解釈を与える。さらには、深部流体の地球化学的分

析によりカルデラ地下に存在するマグマ特性を推定する手法を確立する。これら

の知見を基に、巨大噴火を起こした火山の過去の噴出物の調査及び分析に基づく

過去のカルデラ火山活動の長期的な活動評価の手法及びマグマ・火山活動に関す

るデータを蓄積し、モニタリングすべき項目の抽出及びそれらの関係についての

考え方を提案する。 

 

4. 地震・津波技術評価検討会における主な意見及びその対応 

 現行の研究計画では地球物理・地球化学的な調査・研究の内容が不明確と指摘さ

れたことから、より具体的に研究計画を記載した。 

 研究項目間の連携を明確化すべきとの指摘を受けたことから、地質学、岩石学、

地球物理学及び地球化学の各研究項目の関係性について研究計画に反映した。 
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5. 事前評価結果 

（１） 研究計画（案）の適切性 

 巨大噴火を対象として、噴火プロセスに関する知見を基にモニタリングすべき項目

の抽出及びそれらの関係についての考え方を提案することを研究目的としており、

実施方針に対して研究計画は整合している。 

 火山研究に関する最新の知見、技術を取り入れた研究を行うとともに、成果は適時

論文等で公表することとしており適切な実施計画となっている。 

 火山影響評価ガイドの運用等に資するものであり適切である。 

 

（２） 研究内容の技術的妥当性 

 本研究は、人類が未経験の巨大噴火の過去の噴出物の調査及び分析に基づき、過去

のカルデラ火山活動の長期的な活動評価の手法及びマグマ・火山活動に関するデー

タを蓄積し、モニタリングすべき項目の抽出及びそれらの関係についての考え方を

提案するものであり、技術的に高度で挑戦的な要素も含まれる。研究は、国内外の

研究動向を踏まえつつ最新知見を取り入れた計画となっており、調査・研究方法は

妥当と考えられる。 
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技術評価検討会の外部専門家及び専門技術者 

 

（１）プラント安全技術評価検討会 

外部専門家 

北田 孝典 大阪大学大学院工学研究科環境・エネルギー工学専攻教授 

㓛刀 資彰 京都大学大学院工学研究科原子核工学専攻教授 

五福 明夫 岡山大学大学院ヘルスシステム総合科学研究科教授 

田中 伸厚 茨城大学工学部機械工学科教授 

 

専門技術者 

新井 健司 東芝エネルギーシステムズ株式会社 

原子力安全システム設計部担当部長 

梅澤 成光 ＭＨＩニュークリアシステムズ・ソリューション 

エンジニアリング株式会社技師長 

溝上 伸也 東京電力ホールディングス株式会社福島第一廃炉推進カンパニー 

プロジェクト計画部安全・解析グループ課長 

 

（２）燃料技術評価検討会 

外部専門家 

有馬 立身 九州大学大学院工学研究院エネルギー量子部門助教 

黒崎 健  大阪大学大学院工学研究科環境・エネルギー工学専攻准教授 

 

専門技術者 

大塚 康介 東京電力ホールディングス株式会社原子力・立地本部 

原子力人財育成センター所長 

高畠 勇人 関西電力株式会社原子燃料サイクル室 

原子燃料サイクル部長 

平井 睦  日本核燃料開発株式会社上席主幹研究員 

 

（３）地震・津波技術評価検討会 

外部専門家 

岩田 知孝 京都大学防災研究所教授 

酒井 直樹 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

      先端的研究施設利活用センター戦略推進室長 

古屋 治  東京電機大学理工学部機械工学系教授 
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専門技術者 

梅木 芳人 一般財団法人電力中央研究所原子力リスク研究センター 

研究コーディネーター（自然外部事象分野） 

松山 昌史 一般財団法人電力中央研究所原子力リスク研究センター 

      企画運営チーム研究副参事 

 

 

（参考）技術評価検討会の事前評価開催日程 

 

プラント安全技術評価検討会 

 

 

 

燃料技術評価検討会 

 

 

 

地震・津波技術評価検討会 

 

 

第８回検討会  平成３０年１１月２９日（木） 

書面審議    平成３０年１２月１７日（月） 

       ～平成３０年１２月１８日（火） 

 

第２回検討会  平成３０年１１月３０日（金） 

書面審議    平成３０年１２月１７日（月） 

       ～平成３０年１２月１８日（火） 

 

第７回検討会  平成３０年１２月 ４日（火） 

書面審議    平成３０年１２月２１日（金） 

       ～平成３０年１２月２５日（火） 
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